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基本目標１ これからの自治体経営 ～「市民の力」で支えあう「市民参加」のまちづくり～ 

③ 情報化 
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■現状と課題 

国民のインターネット普及率はすでに 82％を超え、私たちの生活に欠くことのできない情報

通信基盤となっています。世代別インターネット利用率は、13 歳から 59 歳までは各階層で約 9

割を超え、60 歳以上の高齢者全体の利用率は下落しているものの、60 歳代と 70 歳代では増加

しています。また、スマートフォンや交流サイト（ＳＮＳ）は日常生活の一部になり、民間事業

者等によるインターネットサービスも拡大の一途をたどっています。さらに、最近では、モノが

インターネットにつながるＩｏＴや人工知能（ＡＩ）への関心も高まっています。 

本市においても、国・地方公共団体間で情報共有を行う総合行政ネットワークへの参画、庁舎

間・公共施設・小中学校を結んだネットワークの構築、広域行政情報システムや学校間交流シス

テムの整備、庁内グループウェアの導入など、行政の情報化を推進してきました。 

しかし、市民のより高度で多様なニーズに対応した情報通信サービスを提供していくためには、

ＩＣＴのさらなる活用が求められています。 

また、情報通信の地域間格差の解消を図るとともに、医療、福祉、教育、防災など、市民生活

に関わる幅広い分野で、ＩＣＴを高度に活用し、情報通信サービスの充実を図っていく必要があ

ります。その一方で、不正アクセスやサイバー被害等が深刻化していることから、個人情報の漏

えいや外部からのコンピュータウィルスの侵入などを防ぐ技術面・運用面でのセキュリティ対策

の強化が求められています。 

 

■成果を示す指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

指 標 名 現  状 成果指標 方向性 

ホームページアクセス数 平成 27年度：511,717件 平成 38年度：1,000,000件 ↗ 

マイナンバーカード交付率 令和 3年度：42.2 ％ 令和 8年度：90.0 ％ ↗ 

③ 情報化 

～情報通信技術（ＩＣＴ）の活用を図り、電子自治体システムを構築します～ 

 



 

５５ 

 

■施策展開の方針と主な取組 

１ 情報通信基盤を整備します 

○近隣自治体との共同クラウドを用いた業務システムを構築し、安全で安価なシステム運用

を図ります。 

○地域イントラネット事業により、市役所と公共施設を高速通信網で結ぶ情報ネットワーク

の整備を推進し、災害情報の提供や学校間交流事業の充実を図ります。 

○民間事業者によるブロードバンド接続サービスの拡充を促進し、未実施地域におけるイン

ターネット利用環境の向上を図ります。 

○国が主導する自治体情報システムの標準化・共通化の取組を推進します。 

２ ケーブルテレビ事業を推進します 

○地域イントラネットを利用した第三セクターによるケーブルテレビ事業とブロードバンド

接続サービスの普及を促進します。 

３ 電子自治体を推進するとともに、情報セキュリティを強化します 

○電子申告、電子申請、住民票の写し等のコンビニ交付など、情報化技術を活用した電子自

治体システムの充実を図ります。 

○マイナンバーカードの普及と利用促進を図ります。 

○文書や地理情報など行政情報の電子化、データベース化を推進し、情報システムの積極的

な活用を図ります。 

○行政サービスにおける、ＩｏＴ等の活用を研究します。 

○個人情報保護・情報セキュリティ対策を強化し、安全性と信頼性の確保に努めます。 

４ ＩＣＴをさらに活用し、市民との情報共有を強化します 

○スマートフォンやタブレットなどを利用したアプリケーションの導入を検討します。 

 

 

☆市民の力を発揮しましょう 

☆市の twitter のリツイートや Facebook のシェアで情報を拡散しましょう。 

☆市のホームページを定期的にチェックしましょう。 



基本目標１ これからの自治体経営 ～「市民の力」で支えあう「市民参加」のまちづくり～ 

④ 交流・連携・定住 
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■現状と課題 

高速交通体系の整備や交通手段・通信手段の発達に伴い、生活行動や経済活動は行政区域を越

えて広がりをみせ、広域的な結びつきを強めています。また、社会経済活動の広域化により、地

域振興や医療をはじめ単独の自治体だけでは解決することができない課題が増えています。 

本市では、これまで水資源の確保やごみ・し尿処理、消防などの共同事務処理を推進するとと

もに、観光などの分野における圏域の一体的な振興に向けての取組を継続し、広域的な課題への

対応や交流人口の拡大を図ってきました。 

人口減少とともに、少子化・高齢化の一層の進行が予想される中、地域の活力と行政サービス

を維持・継続していくためには、交流人口の拡大と、近隣自治体等との適切な役割分担に基づい

た効率的な行政運営が求められています。また、様々な交流と連携は、新たな可能性を拓き、地

域の個性と魅力を高めます。 

このため、今後はさらに、広島広域都市圏等との都市間交流や隣接する自治体同士等との連携

を進め、それぞれが持っている地域資源や施設の相互利用、効率的な都市機能の分担等を図ると

ともに、多様な地域や団体等との交流を促進し、地域活性化に努めていく必要があります。 

国は、平成 26 年 12 月に地方の若者雇用を創出し、人材の地方回帰を後押しする「まち・ひ

と・しごと創生総合戦略」を策定しました。また、田舎暮らしを志向する都市からの「田園回帰」

の動きも少しずつ広がっています。 

本市においても、平成 27 年 10 月に「柳井市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、

移住・定住に向けた取組を強化しています。その結果、移住相談の件数は、数年前までは年間わ

ずか数件であったものが、平成26年度には255件、平成27年度には483件と急増しています。 

本市は、温暖な気候風土と豊かな自然に恵まれ、自然災害も少なく都市機能も充実しているこ

とから、東洋経済新報社の「住み良さランキング」では、全国の約800の都市自治体の中で常に

上位に位置される住み良さを有してい

ます（2016年版総合ランキング59位、

中四国ブロックランキング2位）。今後

は、こうした本市の魅力を県内外に広く

情報発信することなどにより、幅広い世

代を対象としたＵＪＩターンを促進し、

定住人口の確保に努めていく必要があ

ります。また、少子化が進む中、若い世

代の交流を促し、地域への定着を図って

いく必要があります。 

④ 交流・連携・定住 

～都市間交流や広域連携を進め、地域活力の維持向上につなげます～ 
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■成果を示す指標 

 

■施策展開の方針と主な取組 

１ 近隣地域との交流・連携を推進します 

○柳井地区広域圏内（柳井市・周防大島町・上関町・田布施町・平生町）の市町で連絡調整

を図り、広域的な機能分担と相互補完に基づく地域連携を推進します。 

○医療、福祉、保育、雇用、観光、消費者、移住定住など、様々な行政分野における連携に

取り組みます。 

２ 広域的な交流・連携を推進します 

○広島広域都市圏、松山都市圏などの自治体と広域的な連携を強化し、広域的な課題への対

応や交流人口の増加を図ります。 

○多様な地域、団体等との交流・連携を促進し、地域の活性化と交流人口の拡大を図ります。 

３ ＵＪＩターンと若い世代の交流を促進し、定住人口を確保します 

○「柳井市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づく移住定住の促進に向けた取組を行い

ます。 

○企業、ＮＰＯ、同窓会等の民間組織と連携し、本市の魅力を広く発信することにより、幅

広い世代を対象としたＵＪＩターンを促進します。 

○空き家バンク制度の充実を図り、移住者の住まいの確保に努めます。 

○地域おこし協力隊制度や集落支援員制度を活用し、地域の活性化とコミュニティ活動の担

い手確保を図ります。 

○婚活パーティーの開催等により、若い世代の交流と定住を促進します。 

 

 

☆市民の力を発揮しましょう 

☆移住者と一緒になって地域の魅力を再発見し、地域づくりを進めていきましょう。 

 ☆近隣の空き家の所有者等に、空き家バンクへの登録を呼びかけましょう。 

指 標 名 現  状 成果指標 方向性 

広域で取り組む共同事業 平成28年度：30事業 平成38年度：40事業 ↗ 

移住相談件数 平成27年度：483件 平成38年度：500件 ↗ 

空き家バンク登録件数 平成27年度：32件 平成38年度：50件 ↗ 

空き家バンク制度による移住者数

（平成25年度からの累計） 
平成27年度：38人 平成38年度：200人 ↗ 
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